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日本好配当リバランスオープン
追加型投信／国内／株式
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設定来の基準価額の推移

騰落率

分配金（税引前）の推移

■設定来の基準価額の推移
・上記のグラフの基準価額は1万口当たり、作成基準日現在、年率0.913％（税抜0.83％)の信託報酬控除後です。
・分配金再投資基準価額は、分配金（税引前）を分配時に再投資したものとみなして計算したものです。
・日経500種平均株価（5ページご参照）、東証株価指数（TOPIX）（配当込み）は参考指数であり、当ファンドのベンチマークではありません。
・日経500種平均株価、東証株価指数（TOPIX）（配当込み）は、Bloombergのデータを基に設定日前営業日の終値を10,000として
ＳＢＩ岡三アセットマネジメントが指数化したものです。

・グラフは過去の実績であり、将来の成果を示唆または保証するものではありません。
・配当込みTOPIX（以下、「東証株価指数（TOPIX）（配当込み）」といいます。）の指数値及び東証株価指数（TOPIX）（配当込み）に係る標章又は
商標は、株式会社ＪＰＸ総研又は株式会社ＪＰＸ総研の関連会社の知的財産です。

■騰落率
・騰落率は、1ヵ月前、3ヵ月前、6ヵ月前、1年前、3年前の各月の7日（休業日の場合は翌営業日）との比較です。
・設定来の騰落率は、分配金再投資基準価額は1万口当たりの当初設定元本との比較、参考指数は設定日前営業日の終値との比較です。
・株価指数の騰落率は、Bloombergのデータを基にＳＢＩ岡三アセットマネジメントが算出しております。
■分配金（税引前）の推移
・分配金は1万口当たり、税引前です。運用状況等によっては分配金額が変わる場合、或いは分配金が支払われない場合があります。

基準価額
(1万口当たり)

純資産総額

当レポートは12枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。

（億円）（円）

14,392円 1,305.8億円

設定来合計第84期第83期第82期第81期第80期

2026/4/72026/1/72025/10/72025/7/72025/4/7

14,610円40円1,400 円40 円40 円40 円

設定来3年前1年前6ヵ月前3ヵ月前1ヵ月前

462.56%79.41%37.18%15.09%▲ 3.14%▲ 1.21%分配金再投資基準価額

303.87%60.71%35.37%14.47%6.37%9.64%日経500種平均株価

397.66%99.01%45.78%17.78%2.52%5.11%
東証株価指数
（TOPIX）（配当込み）
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業種別組入比率
ファンドマネージャーのコメント

当レポートは12枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。

運
用
経
過
と
今
後
の
運
用
方
針

市場環境等についての評価、分析等は、将来の運用成果を保証するものではありません。

2026年4月8日から5月7日にかけての国内株式

市場は上昇しました。米国とイランが停戦に合意した

ことなどを受けて過度なリスク回避姿勢が和らいだこ

とから、株価は上昇して始まりました。原油価格の上

昇にひとまず歯止めがかかったことで、日本の実体経

済や企業業績に対する悲観的な見方も後退したと見

られます。4月下旬は、米国とイランの交渉が難航して

いるという見方から上値の重い場面も見られました

が、作成基準日にかけては、戦争終結に向けて合意が

近づきつつあるとの見方が広がり、再び上昇しました。

株価が反発する局面では物色の偏りが顕著でした。

世界的に半導体株が上昇したことから、市場全体の値

動きを表す東証株価指数（TOPIX）と比較して半導体

株の構成比が高い日経平均株価はより大きく上昇し、

6万円の大台に乗せ、史上最高値も更新しました。

ファンドの運用につきましては、予想配当利回りに

基づくランキング等による組入銘柄の入替えと投資

比率の調整を行いました。

国内株式市場は従前の上昇基調に戻ったと見てい

ます。中東情勢の悪化を受けて大きく上昇した国内株

のボラティリティは、停戦協議などを経て、米国とイス

ラエルがイランを攻撃する前の水準に近づきました。

米国、イラン共に停戦への意欲は強いと見ており、国

内株はより恒久的な停戦やホルムズ海峡の開放を見

据えた展開に移ったと考えます。一方、原油価格が高

止まりしていることに加えて、原油および石油化学製

品の調達懸念も完全には払拭されていない状況と見

られます。そのため、原油依存度が高い企業やサプラ

イチェーンが複雑な産業については、原材料の不足や

価格上昇の影響から業績予想が下ぶれる可能性も念

頭に置く必要があります。

組入比率業種

12.9%化学

12.1%輸送用機器

5.6%不動産業

5.6%建設業

5.6%証券、商品先物取引業

5.5%サービス業

4.2%鉄鋼

4.2%医薬品

4.2%情報・通信業

4.1%小売業

3.3%銀行業

2.8%ゴム製品

2.8%電気機器

2.8%陸運業

2.8%保険業

2.8%機械

2.8%その他金融業

2.6%金属製品

1.5%空運業

1.4%食料品

1.4%ガラス・土石製品

1.4%海運業

1.4%パルプ・紙

1.4%その他製品

1.4%石油・石炭製品

1.1%倉庫・運輸関連業

理由銘柄名

予想配当利回りＴＯＹＯ ＴＩＲＥ

予想配当利回り住友ゴム工業

予想配当利回りＡＧＣ

予想配当利回り日本製鉄

予想配当利回りちゅうぎんフィナンシャルグループ

予想配当利回りジェイテクト

予想配当利回り全国保証

予想配当利回り三井住友フィナンシャルグループ

予想配当利回り山口フィナンシャルグループ

予想配当利回り日本航空

理由銘柄名

予想配当利回り大和ハウス工業

予想配当利回りＺＯＺＯ

予想配当利回り武田薬品工業

財務要因本田技研工業

予想配当利回り東京海上ホールディングス

予想配当利回り日本郵船

予想配当利回り商船三井

予想配当利回り上組

予想配当利回りＮＴＴ

予想配当利回り東北電力

主な新規組入銘柄

主な組入除外銘柄

•前月基準のデータに基づきます。

•前月基準のデータに基づきます。

•組入比率は純資産総額比です。
•組入比率は、小数点第2位を四捨五入しています。
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•比率は、純資産総額に対する比率です。

組入銘柄の予想配当利回り分布
ポートフォリオの状況

予想配当利回りの推移 バリュー、グロース指数との比較

ご参考

（出所）Bloombergのデータを基にSBI岡三アセットマネジメント作成

予想配当利回り

市場環境等についての評価、分析等は、将来の運用成果を保証するものではありません。

当レポートは12枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。

銘柄数

（年/月）（年/月）

（％）

•組入銘柄数、組入銘柄の予想平均配当利回りおよび組入銘柄の株価純資産倍率
（PBR）平均値は、前月基準のデータに基づきます。
•組入銘柄の予想平均配当利回りは保有銘柄の単純平均利回りです。

•前月基準のデータに基づきます。

•前月基準のデータに基づきます。

97.2％株式

(97.2%)(内国内株式）

(0.0%)(内外国株式）

(0.0%)(内先物）

0.0%公社債

(0.0%)(内国内公社債）

(0.0%)(内外国公社債）

(0.0%)(内先物）

2.8％短期金融商品その他

70銘柄組入銘柄数

4.07 %組入銘柄の予想平均配当利回り

2.00 %東証プライム市場加重平均利回り（参考）

1.39倍組入銘柄の株価純資産倍率(PBR)平均値

（2016年4月～2026年4月、月次）（2021年4月～2026年4月、月次）
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当レポートは12枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。

全
組
入
銘
柄

•組入比率は純資産総額比です。
•銘柄コード順です。
•組入比率は、小数点第2位を四捨五入しています。
•前月基準のデータに基づきます。

組入
比率

業種銘柄名
銘柄

コード

1.4%建設業安藤・間17191

1.4%不動産業大東建託18782

1.4%建設業積水ハウス19283

1.4%サービス業
日本Ｍ＆Ａセンターホール
ディングス

21274

1.4%サービス業ＵＴグループ21465

1.4%サービス業パーソルホールディングス21816

1.4%サービス業ディップ23797

1.4%食料品日本たばこ産業29148

1.4%不動産業ヒューリック30039

1.4%不動産業
野村不動産ホールディング
ス

323110

1.4%不動産業
飯田グループホールディン
グス

329111

1.4%化学クラレ340512

1.4%情報・通信業
ガンホー・オンライン・エン
ターテイメント

376513

1.4%パルプ・紙王子ホールディングス386114

1.4%化学東ソー404215

1.4%化学三井化学418316

1.4%化学ダイセル420217

1.4%化学日本ゼオン420518

1.4%化学ＵＢＥ420819

1.4%医薬品ツムラ454020

1.4%化学関西ペイント461321

1.4%化学ＤＩＣ463122

1.5%情報・通信業
フジ・メディア・ホールディ
ングス

467623

1.4%情報・通信業トレンドマイクロ470424

1.4%化学
ポーラ・オルビスホール
ディングス

492725

1.4%石油・石炭製品
コスモエネルギーホール
ディングス

502126

1.4%建設業
インフロニア・ホールディン
グス

507627

1.4%ゴム製品ＴＯＹＯ ＴＩＲＥ510528

1.4%ゴム製品ブリヂストン510829

1.4%ゴム製品住友ゴム工業511030

1.4%ガラス・土石製品ＡＧＣ520131

1.4%鉄鋼日本製鉄540132

1.4%鉄鋼神戸製鋼所540633

1.4%鉄鋼ＪＦＥホールディングス541134

1.4%銀行業
ちゅうぎんフィナンシャル
グループ

583235

組入
比率

業種銘柄名
銘柄

コード

1.4%金属製品ＬＩＸＩＬ593836

1.4%機械ＤＭＧ森精機614137

1.4%機械ＳＡＮＫＹＯ641738

1.3%機械ジェイテクト647339

1.5%機械ＴＨＫ648140

1.4%電気機器マブチモーター659241

1.4%電気機器セイコーエプソン672442

1.4%その他金融業全国保証716443

1.4%輸送用機器いすゞ自動車720244

1.4%輸送用機器ＮＯＫ724045

1.3%輸送用機器マツダ726146

1.4%輸送用機器ＳＵＢＡＲＵ727047

1.4%輸送用機器ヤマハ発動機727248

1.4%輸送用機器テイ・エス テック731349

1.4%電気機器キヤノン775150

1.4%その他製品ピジョン795651

1.4%小売業丸井グループ825252

1.4%銀行業あおぞら銀行830453

1.4%銀行業三井住友トラストグループ830954

1.4%銀行業
三井住友フィナンシャルグ
ループ

831655

1.4%銀行業セブン銀行841056

1.4%銀行業
山口フィナンシャルグルー
プ

841857

1.4%その他金融業東京センチュリー843958

1.4%
証券、商品先物取
引業

大和証券グループ本社860159

1.4%
証券、商品先物取
引業

野村ホールディングス860460

1.4%
証券、商品先物取
引業

松井証券862861

1.4%
証券、商品先物取
引業

マネックスグループ869862

1.4%保険業
ＭＳ＆ＡＤインシュアランス
グループホールディングス

872563

1.4%保険業第一ライフグループ875064

1.4%陸運業セイノーホールディングス907665

1.4%海運業川崎汽船910766

1.4%陸運業ＳＧホールディングス914367

1.4%空運業日本航空920168

1.4%情報・通信業ソフトバンク943469

1.4%小売業サンドラッグ998970
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受益権の募集の取扱い、投資信託説明書（交付目論見書）、投資信託説明書（請求目論見書）及び運用報告書の交付の取扱い、解約請求
の受付、買取請求の受付・実行、収益分配金、償還金及び解約金の支払事務等を行います。なお、販売会社には取次証券会社が含まれる
場合があります。

販売会社について（1）

当レポートは12枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。

加入協会

登録番号商号
一般社団法人

第二種金融商品
取引業協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
資産運用業

協会

日本証券業
協会

（金融商品取引業者）

○○○○関東財務局長（金商）第53号岡三証券株式会社

○関東財務局長（金商）第169号岡三にいがた証券株式会社

○関東財務局長（金商）第1号アーク証券株式会社

○○○関東財務局長（金商）第3283号アイザワ証券株式会社

○四国財務局長（金商）第1号阿波証券株式会社

○○○近畿財務局長（金商）第15号岩井コスモ証券株式会社

○近畿財務局長（金商）第5号永和証券株式会社

○○○○関東財務局長（金商）第2251号ＳＭＢＣ日興証券株式会社

○○○○関東財務局長（金商）第44号株式会社ＳＢＩ証券

○近畿財務局長（金商）第8号岡安証券株式会社

○沖縄総合事務局長（金商）第1号おきぎん証券株式会社

○四国財務局長（金商）第3号香川証券株式会社

○○関東財務局長（金商）第65号極東証券株式会社

○東海財務局長（金商）第7号寿証券株式会社

○近畿財務局長（金商）第16号篠山証券株式会社

○関東財務局長（金商）第2410号JPアセット証券株式会社

○東海財務局長（金商）第8号静岡東海証券株式会社

○北陸財務局長（金商）第6号島大証券株式会社

○東海財務局長（金商）第188号十六ＴＴ証券株式会社

○○関東財務局長（金商）第170号株式会社証券ジャパン

○東海財務局長（金商）第11号新大垣証券株式会社

○北陸財務局長（金商）第5号株式会社しん証券さかもと

○九州財務局長（金商）第1号大熊本証券株式会社

○○○○関東財務局長（金商）第108号大和証券株式会社

○○○○東海財務局長（金商）第140号東海東京証券株式会社

○関東財務局長（金商）第32号とちぎんＴＴ証券株式会社

○福岡財務支局長（金商）第75号西日本シティＴＴ証券株式会社

○○関東財務局長（金商）第138号ニュース証券株式会社

○○関東財務局長（金商）第21号八十二証券株式会社

○近畿財務局長（金商）第29号播陽証券株式会社

○中国財務局長（金商）第20号ひろぎん証券株式会社

○四国財務局長（金商）第6号二浪証券株式会社

○関東財務局長（金商）第2883号PayPay証券株式会社

○北海道財務局長（金商）第1号北洋証券株式会社

○北陸財務局長（金商）第12号益茂証券株式会社

○○関東財務局長（金商）第164号松井証券株式会社

※株式会社ＳＢＩ証券は、一般社団法人日本STO協会にも加入しております。

※大和証券株式会社は、一般社団法人日本STO協会にも加入しております。

※十六ＴＴ証券株式会社は、同社にラップ取引口座を開設した場合に限ります。

※東海東京証券株式会社は、同社にラップ取引口座を開設した場合に限ります。
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受益権の募集の取扱い、投資信託説明書（交付目論見書）、投資信託説明書（請求目論見書）及び運用報告書の交付の取扱い、解約請求
の受付、買取請求の受付・実行、収益分配金、償還金及び解約金の支払事務等を行います。なお、販売会社には取次証券会社が含まれる
場合があります。

販売会社について（2）

当レポートは12枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。

加入協会

登録番号商号
一般社団法人

第二種金融商品
取引業協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
資産運用業

協会

日本証券業
協会

○○○○関東財務局長（金商）第165号マネックス証券株式会社

○○○○関東財務局長（金商）第61号三菱ＵＦＪ eスマート証券株式会社

○○関東財務局長（金商）第181号水戸証券株式会社

○○関東財務局長（金商）第105号むさし証券株式会社

○関東財務局長（金商）第1771号めぶき証券株式会社

○関東財務局長（金商）第190号山和証券株式会社

○○○○関東財務局長（金商）第195号楽天証券株式会社

○関東財務局長（金商）第199号リテラ・クレア証券株式会社

○中国財務局長（金商）第8号ワイエム証券株式会社

○○関東財務局長（金商）第2444号ＪＩＡ証券株式会社

○○東海財務局長（金商）第18号野畑証券株式会社

○関東財務局長（金商）第154号武甲証券株式会社

（登録金融機関）

○関東財務局長（登金）第633号
株式会社イオン銀行（委託金融商品取
引業者：マネックス証券株式会社）

○○関東財務局長（登金）第10号
株式会社ＳＢＩ新生銀行(委託金融商品
取引業者：マネックス証券株式会社)

○東北財務局長（登金）第15号株式会社きらやか銀行

○○福岡財務支局長（登金）第1号株式会社佐賀銀行

○東海財務局長（登金）第16号株式会社三十三銀行

○東海財務局長（登金）第15号株式会社静岡中央銀行

○東海財務局長（登金）第8号スルガ銀行株式会社

○東北財務局長（登金）第16号株式会社仙台銀行

○東北財務局長（登金）第8号株式会社東北銀行

○関東財務局長（登金）第60号株式会社東和銀行

○○関東財務局長（登金）第49号
株式会社八十二長野銀行（委託金融
商品取引業者：八十二証券株式会社）

○関東財務局長（登金）第52号株式会社東日本銀行

○東北財務局長（登金）第18号株式会社福島銀行

○○北海道財務局長（登金）第3号株式会社北洋銀行

※ワイエム証券株式会社は、同社にラップ取引口座を開設した場合に限ります。

（注） 販売会社によっては、現在、新規のお申込みを受け付けていない場合があります。
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<ご注意>

• 本資料はSBI岡三アセットマネジメント株式会社が作成した販売用資料です。購入の申込みに当たっては、投資信託説明書（交付目論見書）をお渡しし
ますので必ず内容をご確認のうえ、投資判断はお客様ご自身で行っていただきますようお願いします。投資信託説明書（交付目論見書）の交付場所に
つきましては「販売会社について」でご確認ください。

• 本資料中の運用実績等に関するグラフ・数値等はあくまでも過去の実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。また、
税金、手数料等を考慮しておりませんので、投資者の皆様の実質的な投資成果を示すものではありません。

• 本資料の内容は作成基準日のものであり、将来予告なく変更されることがあります。また、市況の変動等により、方針通りの運用が行われない場合も
あります。

• 本資料は当社が信頼できると判断した情報を基に作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではありません。


